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1. はじめに
近年、都市部・郊外を問わず「子育てしやすい住環境」への関心が高まっています。
共働き世帯の増加、在宅勤務の普及、保育園の待機児童問題など、子育てを取り巻く環境は大きく変化しており、住まいに求め
られる条件も多様化しています。こうした背景の中で、賃貸住宅市場において子育て世帯をターゲットにした賃料戦略は、単なる
価格設定ではなく、生活価値をどう提供し、どう伝えるかが重要なテーマとなっています。

2. 子育て世帯の住まい選びの特徴
子育て世帯は、単身者やDINKSとは異なる価値観で物件を選びます。特に「安全」「利便性」「広さ」「コミュニティ」の4点が大き
な判断軸になります。

●子育て世帯の主要ニーズ

〇広さ・間取り ・・・ 2LDK〜3LDK、収納量の多さ、可変性のある間取り
〇安全性 ・・・ 階段・段差の少なさ、周辺の交通量、オートロック
〇生活利便性 ・・・ 保育園・学校・公園・スーパー・病院の距離
〇コミュニティ ・・・ 同世代の子どもがいる環境、地域イベント
〇在宅勤務対応 ・・・ ワークスペース、遮音性
〇家事動線 ・・・ キッチンの位置、洗濯動線、ベビーカー置き場
このように、複数の要素が相互に影響し合い、総合的な住みやすさを形成しています。

3. 子育て世帯の賃料許容度
子育て世帯は、教育費や生活費がかさむ一方で、住環境に対する投資意欲は高い傾向があります。特に「子どもの安全」「教育
環境」「家事効率」など、生活の質に直結する要素には積極的に費用をかける傾向があります。

表1：世帯タイプ別の賃料許容度（イメージ）

子育て世帯は、賃料そのものよりも「割高感のなさ」を重視するため、価値の見える化が賃料戦略の鍵になります。

4. 子育て世帯向け賃料戦略の方向性
賃料戦略は「値下げ」ではなく「価値の積み上げ」で考えることが重要です。ここでは3つの軸で整理します。

4-1. ① 価値訴求型の賃料設定
子育て世帯は、生活の質を高める設備やサービスに対して費用を払う傾向があります。
■付加価値の例

ワークスペースの設置（在宅勤務対応）・ベビーカー置き場の確保・宅配ボックスの大型化・防音性能の強化（子どもの足
音対策）・子どもが遊べる共用スペース・地域の子育て支援情報の提供・保育園との連携（紹介制度など）・・・
これらは、単身者向け物件との差別化にもつながり、賃料の上乗せが可能になります。

4-2. ② エリア特性に応じた賃料調整
子育て世帯は「教育環境」を重視するため、エリアによって賃料の伸びやすさが異なります。
A：教育環境が強いエリア ・・・ 賃料を相場より高めに設定しても選ばれやすい
B：一般住宅地 ・・・ 広さ・設備で差別化
C：利便性重視エリア ・・・ 駅近の価値を前面に出す

4-3. ③ 長期入居を前提とした賃料モデル
子育て世帯は、保育園〜小学校といったライフステージの関係で長期入居しやすいという特徴があります。

 ■ 長期入居を促す賃料モデル

〇ステップアップ賃料 ・・・ 入居初年度は低め、2年目以降に標準賃料へ
〇長期割引 ・・・ 5年以上の入居で設備更新費を一部免除
〇子育て応援パック ・・・ クリーニング費用の軽減、更新料の優遇
長期入居が増えることで、オーナー様も空室リスクを抑えられ、収益の安定化につながります。

子育て世帯をターゲットにした賃料戦略 〜生活価値を高める住まいづくりと持続的な賃料モデル〜

世帯タイプ 月収のうち家賃に充てる割合 許容賃料帯（都市部） 特 徴

単身 30～35％ 7～11万円 立地重視、広さは妥協

DINKS 25～30％ 12～18万円 立地＋設備重視

子育て世帯 20～25％ 13～20万円 広さ・環境重視、長期入居傾向



5. 子育て世帯向け物件の成功パターン
成功している物件には、共通する
ポイントがあります。(右表）

これらの要素が揃うと、賃料を相場
   より5〜10%程度高く設定しても選
   ばれるケースがあります。

6. 賃料戦略の提案モデル
■ 賃料戦略モデル（例）

基本賃料：周辺相場の95〜105%
子育て価値加算：＋3,000〜10,000円
長期入居割引：−2,000〜5,000円
総額調整：相場＋5%以内に収める
このように価値を積み上げつつ長期入居で調整することで、入居者・オーナー様双方にメリットのある賃料設計が可能になります。

7. オーナー投資額と賃料の採算性
子育て世帯向けの価値提供には一
定の初期投資が必要ですが、賃料
の上乗せや長期入居による空室リ
スク低減によって回収可能であり、
総合的に高い採算性を持つ戦略と
なります。

●投資回収モデル

① 賃料上乗せによる回収
例：50万円の投資

→ 月5,000円の価値加算で 約8.3年で回収
→ 子育て世帯は長期入居傾向が強いため現実的。

② 空室期間の短縮
空室1ヶ月の損失が10万円の物件なら、
「空室が1回減るだけで10万円の回収効果」。
長期入居モデルと組み合わせることで収益が安定。

③ クレーム・修繕コストの削減
防音対策や家事動線改善は、騒音トラブル・設備破損・入居者ストレスを
減らし、結果として管理コストの削減につながる。

●採算性まとめ

子育て向け投資は賃料上乗せで回収しやすい・長期入居により空室リスクが低減・少額投資でも収益改善効果が大きい・「価
値の見える化」が賃料上昇の根拠になります。

8. 今後の展望
子育て世帯のニーズは、社会環境の変化とともに今後も進化していきます。
〇在宅勤務の定着により、ワークスペース需要は継続
〇保育園・学童の整備状況により、エリア価値が変動
〇子育て支援制度の拡充により、自治体間の競争が激化
〇コミュニティ形成の重要性が増し、共用部の価値が上昇
これらを踏まえ、賃料戦略も柔軟にアップデートしていく必要があります。

9. まとめ
子育て世帯をターゲットにした賃料戦略は、単なる価格設定ではなく、生活価値の提供とその見える化が本質です。
〇価値訴求型の設備・サービス
〇エリア特性に応じた賃料設定
〇長期入居を前提とした賃料モデル
〇オーナー投資額と採算性の明確化
これらを組み合わせることで、子育て世帯に「ここに住みたい」と思ってもらえる物件づくりが実現します。
そして、オーナー様にとっても、空室リスクの低減や収益の安定化につながる、持続的な賃料戦略となります。

当社では、物件の付加価値を加えるお手伝いはもちろん、ファミリー物件へのお客様紹介も行っております。オーナー様・入居者の
双方がより良い賃貸経営・新生活を送れるようにお手伝いをしております。お気軽にご相談ください。

項 目 内 容

立 地 保育園・小学校・公園が徒歩圏内

間取り 2LDK～3LDK、収納豊富、可変性

共用部 キッズスペース、ベビーカー置き場、宅配ボックス

安全性 オートロック、敷地内の車動線が少ない

情報提供 子育て支援制度の案内、地域イベント情報

投資項目 概算コスト 効 果

ベビーカー置場の新設 20～50万円 利便性向上、選ばれやすさUP

宅配ボックス大型化 30～80万円 共働き世帯の必須ニーズ

防音性能の強化 50～150万円 騒音トラブル減、長期入居促進

ワークスペース設置 10～40万円 在宅勤務対応、幅広い層に訴求

キッズスペース整備 50～200万円 物件の差別化、賃料上乗せの根拠に

● 投資項目と概算コスト（例）

賃貸管理課 家賃管理係 冨澤
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